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て見てみる。まず地方 (都道府県と市町村の平成 18 年度の決算では )の支出




































は公立の中学校に通う児童の割合が、 96.02%であるのに対して、 2008 年
度には 91 .9%と減少している。2008 年度には児童のほとんどが公立の小学
校に通っているが、中学生の約 12 人に 1 人が公立の中学校に通っていな
い。その上、近年では私立中学校の数は増加しているが、私立中学校に通
う児童の割合は 2006 年度には秋田県で 0.26%、東京都で 26%と大きく地
域差がある。  
 
[図表  1 ]公立小学校と中学校に通う生徒割合の変化 (1975～ 2008 年 )  
 






みると、以下の通りである。 ( [図表 2]、 [図表 3]参照 )  
 
 [図表  2 ] 児童 1 人当たり教育費 (消費的支出 )のヒストグラム  
 
出所 )文部科学省資料「平成 19 年度地方教育費調査」より作成  
 
[図表  3 ] 児童 1 人当たり教育費 (消費的支出 )と児童数の関係  
 
出所 )文部科学省資料「平成 19 年度地方教育費調査」より作成  
 
3 
児童 1 人当たり教育費 (消費的支出 )のヒストグラムである [図表 2]より児
童 1 人当たり教育費には、約 102 万円から約 61 万円までと、かなりばらつ
きがあるのが見てわかる。そしてそのバラツキは、規模の経済など環境的な










2.  先行研究  
 
 まず、地方自治体の費目別 1 人当たり歳出の研究の中でも、費目別歳出
の研究を行っている研究 (ex .中井 (1988)、林 (2002)等 )が多々あり、最近の研
究では内閣府 (2009)がある。この中では主に市町村合併によって、歳出はど
のように変化したかを目的に研究されている。  
内閣府 (2009)では、地方財政の研究の中で 1 人当たり歳出と人口の間には
U 字型の関係にあるという先行研究と同様に、すべての目的別歳出において
も人口との間には U 字型の関係があると推計されていた。教育費についても






















たのは 1993 年ごろと推定されている。  
さ ら に 教 育 社 会 学 の 研 究 で 教 育 費 と 財 政 力 の 関 係 に つ い て 研 究 を 行 っ て
いるものに、苅谷 (2006)がある。苅谷 (2006)では機会均等教育についての研
究が行われている。そしてこの中では、児童 1 人当たり小学校教育費 (消費
的支出 )と都道府県の財政状態を表す変数の 1 つである、財政力指数の相関
係数について、研究を行われている。さらに、 1974 年ごろから財政状態と
児童 1 人当たり教育費は負の相関があるとされている。  
また、都道府県の部門別の非効率性を測定した研究が小川・棚橋 (2007)が
あ る 。 こ の 中 で 民 生 ・ 総 務 ・ 教 育 な ど の 8 部 門 を そ れ ぞ れ 部 門 別 に Data 
Envelopment  Ana lys i s (DEA)を用いて非効率性の検出が行われている。その中
の教育部門については小学校、中学校、高校などそれぞれについてアウトプ
ットを定めているが、本稿の対象となる小学校についていえば、児童数と不










3.  本稿のモデル  
 
都道府県が解くべき費用問 は、以下のように考えられる。  題
min
hଵLଵ,
      C ൌ WଵhଵLଵ ൅ WଶhଶLଶ hଶLଶ
s. t.     N ൌ AFሺhଵLଵ, hଶLଶሻ 
ここで Wଵは本務教員の賃金率のことであり、Wଶは兼務教員の賃金率のこと
を表している。また Lଵは本務教員数であり、 Lଶは兼務教員数、 hଵは本務教員
の労働時間 hଶは兼務教員の労働時間を表している。さらに、 N は在籍してい
る児童数を表しており、 A は生産関数における生産のシフトパラメータ、 C
は都道府県内で実際にかかった総費用 、経常的な費用である。  のうち




そこで、本稿では、費用関数を C ൌ CሺWଵhଵ, Wଶhଶ, Nሻとして推計を行う。ここ
で、費用関数の形をコブ・ダグラス型の費用関数だと仮定して両辺に自然対
数をとると、費用関数は  





















の第 58 条で、定められている )ので、費用がほかの市町村と比べると増加す
ると考えられるからである。また特別な支援が必要な児童の為の特別支援学
級割合によって費用が変化する可能性も考えられる。さらに児童 1 人当たり
面 積 が 大 き い と 学 校 の 数 が た く さ ん 必 要 に な り 同 じ 児 童 数 で も よ り 多 く の
費用が必要になってしまうと考えられる。  
よって、費用関数の推計の際の AJには、児童 1 人当たり本務教員数、 1 学
校当たりの児童数、不登校児童割合、自治体の裁量に関する変数、政令市に
関する変数、特別支援学級割合、児童 1 人当たり面積を変数として用いる。 
 
4.  推計方法  
 
 2001 年～ 2006 年の都道府県のパネルデータを用いて、Stochas t i c  Fron t ie r  
Analys is (SFA)で効率値の推定を行う。  
2001 年から 2006 年度のデータで分析を行うのは、2006 年が本稿作成段階
で、すべての最新のデータがそろう年である。そして 2001 年には、それま
で 1 学級 40 人を下回る学級編成を行うことが都道府県の裁量では不可能で






都 道 府 県 と 国 が 負 担 し て い て 市 町 村 は あ ま り 教 育 に お 金 を 出 し て い な い の
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は うになると仮定する。  以下のよ
誤差項：  ｖ
ܑ,ܜ
ൌ ܝܑ,ܜ ൅ ઽܑ,ܜ 
ここで、 ܝܑ,ܜは非効率項であり、 ઽܑ,ܜは I ID の誤差項である。  
以上のモデルを最尤法を用いて推計を行う。  
パ ネ ル の SFA で は 非 効 率 項 が 時 間 に よ っ て 非 効 率 性 が 変 化 す る モ デ ル
(Time-vary ing  decay  ineff ic iency  model )と非効率項が時間によって非効率性
が変化しないモデル (Time- inva r i an t  ine ff i c en e l ２つに けられる。 i cy  mod )の 分
Time-vary ing  decay  ineff i c iency  model では u୧୲ ൌ exp ൛െη ሺｔ െ Ｔ ୧ሻൟu୧と仮定して
推計する。一方 Time- invar ian t  ineff i c iency  model では u୧,୲＝ u୧と仮定し推計す
る。ちなみに u୧～ Nାሺµ,σ µ
ଶ
ሻ( i , i ,d )であり、ઽܑ,ܜ～ N ቀ0, σε
ଶ ቁ( i , i ,d )と仮定して推計を
行っている。  
 
5.  データの説明  
 
 3 章で説明をしたモデルを用いて SFA を用いて、費用非効率を推計する。
ここで被説明変数は公立小学校教育費の消費的支出を用いる。消費的支出を
用いるのは、経常経費で分析をするためである。  












しかし、図表 4 のデータの記述統計をみると、兼務教員の賃金 (平均年収 )
















校を年間で 30 日以上休んでいる児童の総数である。  
しかし不登校児童だけでなく、長期欠席者率を不登校児童割合として用い
たのは、以下の理由がある。それは、不登校児童と病気欠席の児童を区別す
                                                        
2  文部科学省 HP：

















ま た そ の 都 道 府 県 が 裁 量 的 に い ろ い ろ な 取 り 組 み を 追 加 し て い る こ と に
よって、費用を増加させているかもしれない。そこで、その裁量的に使い的
に出している地域をコントロールする必要がある。そこで、実際に支出した
金額 (建築分を除く )を基準財政額 (建築分を除く )で割ったものを、本稿では










                                                        
3  具体的には 2006 年度のデータで児童 1 人当たり本務教員数と児童数の相関
係数は -0 .6855 であった。  
10 
[図表  4 費用関数に関する変数のデータの出所と記述統計 ]  
データの出所  
統計名  出所  データ  
学校基本調査  文部科学省  児童数、本務教員数、兼務教員数、  
学級数（合計）、長期欠席者率、  
学校数、支援学級数  
地方教育費調査報告  文部科学省  本務教員の人件費、兼務教員の人件費
小学校教育費 (消費支出 )  
基準財政需要額 (建築分を除く )  
民力データベース   面積  
 
データの記述統計  
変数  平均  標準誤差 最小  最大  単位  
公立小学校教育費  
(消費支出 )  
114 ,000 ,000 97,000 ,000  29 ,000 ,000 489 ,000 ,000  千円  
本務教員の賃金  7072 .139  408 .1327  6250 .413  8374 .341  千円  
兼務教員の賃金  3572 .92  5286 .259  39 .56  41585.93  千円  
児童数  151245.3  129435.2  33836  555245  人  
教育の質  1  0 .139662  0 .75029  1 .4248   
長期欠席者率  8 .625441  2 .222494  3 .95235  14 .7392  ‰  
裁量  1 .040355  0 .0804296 0.85  1 .36   
政令市ダミー  0 .255319  0 .436816  0  1   
支援学級割合  8 .704709  2 .947959  2 .85473  17 .3353  % 
1 学校あたり児童数  279 .5773  91 .25352  133 .151  541 .784  人 /校  






6.  費用関数による推計結果  
 
パネルの SFA では、Time- invar ian t  ineff i c iency  model か Time-vary ing  decay  
ine ff ic iency  model の ど ち ら で 推 定 す る べ き か を 検 定 す る 必 要 が あ る 。
Time-vary ing  decay  mode l では、u୧୲ ൌ exp ൛െη ሺｔ െ Ｔ ୧ሻൟu୧と仮定されているが、
η＝０ か ど う か を 検 定 す る こ と で 、 Time- invar ian t  ineff i c i ency  model か





う。その検定の結果、 P 値は 0.471 であるので、帰無仮説は棄却されない。  
よって、Time- invar ian t  ineff i c iency  model で推計した方が良いと検定された。 
よってここでは、 Time- invar ian t  ineff i c iency  model の簡単な推計結果のみを
記載する。詳しい Time- invar ian t  ineff i c iency  model と Time-vary ing  decay  
ine ff i c iency  model の結果については、論文の補論１に記載しておく。  
[図表  5 費用関数での推計結果 ]  
被説明変数：公立小学校教育費 (消費支出 ) (サンプル数： 282)  
説明変数  符号  
Ln(児童数 )  +***  
Ln(本務教員の賃金 )  +***  
長期欠席者率  － ***  
教育の質  +***  
1 学校あたり児童数  － ***  
支援学級割合  +***  
政令市ダミー  +**  
児童 1 人当たり面積  +**  
裁量  +**  
定数項  +**  
非効率  あり  


















7.  非効率性の要因分析  
 
都 道 府 県 単 位 で は か っ た 公 立 小 学 校 教 育 に お い て 費 用 非 効 率 性 が あ る と
推計されたので、以下では非効率性の要因について、分析を行いたい。  
まずこの非効率性について実際にそれぞれの値を計算すると、非効率性の




化は児童 1 人当たり教員数の増加に影響を与え、既存の施設や人員の余剰 (X
非効率 )を抱え込んでしまうので、児童の減少で削減すべきコストが、削減
                                                        











1981 年ごろに 1 学校当たり児童数が最も多くなっており、それ以降は減少


























































[図表  7 非効率性の分析に関する変数のデータの出所と記述統計 ]  
データの出所  
統計名  出所  データ  
学校基本調査  文部科学省  児童数、学校数  





変数  平均  標準偏差 最小  最大  単位
非効率性  1.05319 0.043116 1.00368 1.26181    
児童の変化率  -0 .90066 0.935567 -2 .76997 1.35336  (％ )
学校の変化率  -1 .01378 1.165499 -6 .00601 0.851064  (％ )
教員総人件費に占める
兼務教員の人件費比率  
1.408104 1.765025 0.02359 6.612523  (％ )
合計特殊出生率  1.391064 0.134761 1 1.83    
サンプル数 ：282 
 









説明変数：児童の変化率、学校の変化率  、合計特殊出生率 (1 年ラグ )  
     教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率 
 
以上のモデルでパネルトービットモデルを用いて推計を行った。そして、







[図表  8 非効率性の分析の推計結果 ]  
被説明変数：非効率性  
説明変数  符号  
児童の変化率  － ***  
学校の変化率  +***  
教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率  － ***  
合計特殊出生率  － ***  
定数項  +***  























9.  まとめ  
 
都 道 府 県 単 位 で の 公 立 小 学 校 教 育 費 消 費 的 支 出 に お け る 効 率 性 を 測 る た
めに SFA を最尤法を用いて推計した結果、費用非効率性が生じていたこと
が分かった。しかし、全体として非効率性に都道府県ごとの差はそれほど大









よ う に 学 校 の 数 を 減 ら す な ど の 努 力 を し て い る 都 道 府 県 は 非 効 率 性 が 減 少
するということが分かった。さらに、中井 (1996)で述べられているように、
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 被説明変数：小学校教育費 
         (消費的支出) 










































  -0.00985 
  (0.01366) 
対数尤度 683.92878 684.19424 
Wald  30822.58 29992.79 
wald P 値  0.0000  0.0000 
サンプル数 282 282 
wald はχ２乗値を表している。 
***は 1% ** * の有意水準  、 は 5%、 は 10%で

























wald P 値  0.0000 
サンプル数 282 
wald はχ２乗値を表している。 
***は 1%、**は 5%、*は 10%での有意水準
The Cost  Ineff ic iency of  Public  Primary Education in Japan  ∗  
Hitoshi  Sa i to  ✝  
Abstract :  
Under  the  cu r ren t  f i sca l  condi t ions  in  many  loca l ,  reg iona l  as  wel l  as  the  na t iona l  
government ,  the  pub l ic  schools  face  the  subs tan t ia l  budge t  shor t fa l l s .   In  o rder  
to  a l l ev ia te  the  subs tan t i a l  budge t  shor tage ,  i t  i s  impor tan t  to  ra i se  e ff i c i ency,  
pa r t i cu lar ly  in  pr imary  educa t ion  as  the  cos t s  o f  p r imary  educa t ion  are  dominan t  
par t  o f  the  budget  spending .   Improving  the  produc t iv i ty  o f  human  cap i ta l  i s  a l so  
essen t i a l  fo r  p rov id ing  be t t e r  qua l i ty  se rv ice ,  and  th i s  can  be  a l so  ach ieved  by  
ra i s ing  e ff ic iency  in  pr imary  educa t ion .   This  paper  repor t s  the  empi r ica l  s tudy  
on  ineff ic ien t  educa t ion  spend ing  in  publ ic  schools ,  pa r t i cu la r ly  fo r  p r imary  
educa t ion  by  us ing  S tochas t ic  Fron t ie r  Analys i s  (SFA) .   By  apply ing  Tobi t  
Model  in  our  ana lys is  of  ineff i c iency  o f  pub l ic  schoo l  spending  in  pr imary  
educat ion ,  we  were  ab le  to  loca te  the  source  of  the  p roblem was  t r iggered  by  the  
decrease  in  the  number  of  schools  as  a  resu l t  o f  dec l in ing  b i r th  ra tes  and  the  
number  of  school  ch i ld ren .    Based  upon  our  s tudy  us ing  the  es t imated  cos t  
funct ions  re la ted  to  ineff i c iency  of  spend ing ,  we  conclude  tha t  the  l a rger  schoo ls  
wi th  g rea ter  number  of  s tuden ts  per fo rm bet t e r  a t  cos t  e ff i c iency  than  the  smal le r  
schools  wi th  smal le r  number  o f  s tuden ts .    
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